第１３章　金融　
金融の概況
　昭和59年５月29日の「日米円･ドル委員会」報告書と、これを受けた大蔵省の「金融の自由化及び円の国際化についての現状と展望」によって幕を落とされた我が国の金融の自由化・国際化は、世界経済の中で、年々その地位を高めつつある我が国にとって、必然的にたどるべき道であった。
　また、外圧だけでなく、企業や個人の金利選好の高まりや国債の大量発行とその流動化、金融取引の拡大等国内の金融をめぐる環境の変化も潜在的な要因になっている。
　その後の自由化・国際化の動きは、米国同様、当初示されたスケジュールよりも早いテンポで進んでいる。
　すなわち、ユーロ円市場の拡大、業務分野規制の緩和・撤廃、ＣＤ（譲渡性預金）の小口化・短期化、ＭＭＣ（市場連動型預金）の認可等、実施時期が明示されたものについては一応完了し、また、２年から３年以内と約束された大口預金の金利自由化も比較的スムーズに進められそうである。しかし、小口預金金利については、我が国には郵便貯金という他国にない国営の巨大な貯蓄金融機関があるため難しい状況にある。
　長期と短期の金融市場に関し、今年は、長短金利が異常に接近する傾向が目立った。その背景としては、国債の大量発行による公社債市場の飛躍的な拡大や長期市場と短期市場の自由化のテンポに違いが生じていること等があげられる。
このような状況の下で、府下の金融動向をみると、景気回復の割には、預貯金が伸び悩んだ。
　これは、企業や個人の金利志向の高まりや余裕資金の運用方法が多様化し、有価証券、高金利商品等に資金が流れたためである。
　貸出金についても、全国銀行が緩やかながらも増加幅を拡大したのに対し、中小企業金融機関の伸び率が鈍化したため、景気の拡大に比して、低調な伸びとなった。
　これは、大企業や優良企業で、内部資金の充実や資金調達方法の多様化が進み、銀行離れが起こったため、融資構造に変化が生じ、全国銀行が、中小企業向けの貸出比率を高めたためである。
　企業の倒産状況は、大型倒産が多発したため、件数の増加に比べ、負債総額は大幅に増加した。景気が回復から拡大へと移行するなかで、倒産が増加している理由としては、技術革新の急激な進展、産業構造の変化等に伴い、業種間及び企業間で格差が生じていることがあげられる。
　59年の大阪株式市場は、景気回復を背景として、新２部創設や立会開始時間の10分繰り上げ等により、関西系銘柄や、大阪証券取引所単独貸借銘柄が人気を集め、前年比を20.6パーセントも上回り、全国の証券取引所の中で最高の伸びとなった。また、全国の売買高に占める割合も、11.0パーセントから13.1パーセントに上昇した。
